
�公表第１２号
平成１５年１１月２７日付けで松山市石手白石甲１７０番地今村茂

久から提出された住民監査請求について松山地方局長に勧告

したところ、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第

９項の規定により、同地方局長から措置を講じた旨の通知が

あったので、次のとおり公表する。

平成１６年４月１９日

愛媛県監査委員 小 川 一 雄

同 吉 久 宏

同 柳 澤 正 三

同 西 原 進 平

１５松局総第１８０６号

平成１６年３月２４日

愛媛県監査委員 殿

松山地方局長

住民監査請求に基づく監査委員勧告に係る措置

について（通知）

平成１６年１月２１日付け１５監査第１９６号の監査委員の勧告に

ついて、地方自治法第２４２条第９項の規定に基づき、その措

置状況を次のとおり通知する。

（勧告の内容）

松山地方局長が平成１５年４月１５日に社団法人愛媛県公共嘱

託登記土地家屋調査士協会に支出した、温単局第２号測の２

�内川県単河川局部改良工事に係る登記事務委託料５５８，０５４
円のうち１２４，２５７円は、不当な支出と判断するので、地方自

治法第２４２条第４項の規定に基づき、同地方局長は愛媛県に

返還するための必要な措置を講じよ。

（措置の内容）

１ 勧告に対する措置

監査結果が県報に登載されたことにより、３月３日付け

で上記協会から不当な支出とされた金額に法定利息を加算

して自主返納したい旨申し出があった。

当局としては、３月１０日付けで１２９，８７４円を受け入れた

。

２ 今後の事務事業の改善

� 発注方法の改善

・ 松山地方局で定めた「発注依頼書」の使用は廃止し

、「登記業務発注伺書」により決裁を受けた後、発注

することとした。

・ 復代理人を指名する場合は、復代理人氏名及び指名
理由を明記し、別途伺書により決裁を受けることとし

た。

� 業務の検査体制の強化

・ 『業務確認調書』による完了検査を複数で実施する

ことにより、チェック体制を強化することとした。

� 運用基準の改定

・ 現行の運用基準は一部不明瞭な点があるため、県庁

用地課に対し、各項目ごとの明確な運用基準を定める

ことを要望している。
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�公表第１３号
松山市東長戸一丁目１番３２号阿部國夫外６３名から提出され

た愛媛県知事及び愛媛県教育委員会教育長らに関する措置請

求２件（平成１６年２月２０日及び同月２５日受付）について、次

のとおり決定した。

平成１６年４月１９日

愛媛県監査委員 小 川 一 雄

同 吉 久 宏

同 柳 澤 正 三

同 西 原 進 平

決 定 書

請求人 別紙請求人目録のとおり

上記請求人らから提出された愛媛県知事及び愛媛県教育委

員会教育長らに関する措置請求２件（平成１６年２月２０日及び

同月２５日受付）については、措置請求書を照合した結果、措

置請求の要旨に記載された文面及び事実証明書が同一である

ことを確認した。

よって、両措置請求を併合し、次のとおり決定する。

主 文

請求人らの請求を却下する。

第１ 請求の要旨

請求人らの愛媛県職員措置請求書（以下「本件請求書」

という。）の内容、証拠の提出及び意見陳述の内容を総合

すると、請求の要旨は、次のとおりである。

１ 平成１３年８月２日開催の愛媛県教育委員協議会に係る

費用の返還について

� 愛媛県教育委員会（以下「県教委」という。）は、

平成１３年８月２日に愛媛県教育委員協議会（以下「協

議会」という。）を地方職員共済施設「道後えひめ」

において開催し、歴史教科書の採択に関わる審議を行

った。このことは、同月１１日付けの朝日新聞にも掲載

されている。

� 愛媛県教育委員会事務局（以下「事務局」という。

）は、協議会について、「教育委員会臨時会でもなく

、非公式の会で勉強会だから、それぞれの教育委員が

意見を述べる場でもない。正式な審議、採択の会でも
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ない。だから議事録も執っていない。」と答えている

。なぜ県教委は、教科書採択に関する審議を教育委員

会臨時会において行わず、愛媛県教育委員会会議規則

にもない協議会を外部施設で開催し、何を協議したの

であろうか。

� この協議会が開催された理由は、愛媛県知事加戸守

行（以下「知事」という。）が扶桑社版中学歴史教科

書（以下「扶桑社版歴史教科書」という。）を採択さ

せようとの目的で当時の吉野内教育長（以下「前教育

長」という。）に五役会議などで「扶桑社版歴史教科

書がベスト」と何度も述べて圧力を加えるといった不

当な政治介入を行ったため、前教育長はこの不当な介

入を受け入れ、県教委の平成１４年度使用義務教育諸学

校教科用図書の選定に関する愛媛県義務教育諸学校教

科用図書採択基準及び愛媛県義務教育諸学校教科用図

書選定資料（以下「選定資料」という。）では「ベス

ト」ではない評価を受けている同歴史教科書を事務局

案とし、平成１３年８月８日の愛媛県教育委員会会議（

以下「８月定例会」という。）において採択させるた

め、議事録を執り公開すると県教委にとって「まずい

」内容の話となることから、県教委は、あえて協議会

として開催したものであり、違法な採択を行うための

不正な協議会であったことは明白である。

� このように、協議会は、本来なら教育委員会臨時会

として行わなければならない教科書採択に関する審議

を行ったにもかかわらず協議会と称して非公開で行い

、協議内容も知事の不当な政治介入を受け入れ違法な

採択を行うための不正なものであった。

� よって、協議会の開催に要する費用として支払われ

た会場使用料及び教育委員に対する旅費は、当然不法

な公金の支出に当たるので、前教育長を含む当時の教

育委員６名（以下「前教育長ら」という。）は、その

費用を愛媛県に返還すべきである。

２ 選定資料に係る作成費用の返還について

� 前教育長は、知事の不当な政治介入を受けて、扶桑

社版歴史教科書を採択するための一つの条件整備とし

て、選定資料の作成において不正な画策を行い、担当

職員も前教育長の要請を受けこの不正な画策に協力し

た。その内容は、扶桑社版歴史教科書の評価にとって

マイナスとなる調査項目を削除し全体の評価において

もその評価を均一化し、同歴史教科書の評価を相対的

に高くなるようにあるいは低くならないように恣意的

に改変したもので、他の歴史教科書との大きな評価の

差をなくしている。この結果、選定資料における扶桑

社版歴史教科書の評価は「ベスト」ではなかったが、

２番目の評価を受けるグループとして位置付けられた

。

� また、前教育長は、選定資料において最も高い評価

を受けた教科書を採択するというこれまでの慣例を破

り、選定資料では「ベスト」ではない扶桑社版歴史教

科書を事務局案として選定し、協議会で相談したとお

りに８月定例会で同歴史教科書を違法に不正に採択し

たのである。

� よって、この不正な画策を指示した前教育長及び前

教育長の指示に従って不正な画策に協力した担当職員

は、選定資料の作成費用として支払われた愛媛県教科

用図書選定審議会（以下「審議会」という。）に係る

報酬（平成１３年５月分及び同年６月分）を愛媛県に返

還しなければならない。

３ 住民監査請求の請求遅延の理由等について

前記１及び２の違法・不正な行為については、秘密裏

に行われたものであり、当該違法・不正行為を知ったの

は、愛媛県に公文書公開を求め、この公文書を詳しく調

査した結果であることを付け加えておく。また、協議会

の議事録については、公文書が存在しないとの理由で非

公開通知があったことも併せて付け加えておく。

４ 扶桑社版歴史教科書の採択に関連する訴訟費用の返還

及び指定代理人（事務局職員）の給与の支払について

� 扶桑社版歴史教科書の採択に関する違法・不正な行

為については、前記１及び２のとおりである。これら

については、知事は教育基本法（昭和２２年法律第２５号

）第１０条で禁止されている不当な政治介入を絶大な知

事権力を背景にして故意に行い、前教育長も知事の政

治介入を受け入れ結託し同法に違反している。また、

前教育長らは、相談、共謀し、扶桑社版歴史教科書を

違法に不正に採択している。

� 知事、県教委及び前教育長らが、このような明らか

な違法行為に対して愛媛県民を始め多くの人々によっ

て訴えられている教科書採択無効確認請求訴訟（松山

地方裁判所平成１４年（行ウ）第１号）及び教科書採択

取消し・損害賠償請求訴訟（松山地方裁判所平成１４年

（行ウ）第１１号）（以下「教科書採択関連訴訟」とい

う。）では、知事及び前教育長らは、Ａ弁護士を訴訟

代理人として選任し、その訴訟費用を公費（知事は私

費）で支払っている。故意による違法な行為に伴って

起こされた訴訟に関する費用は、当然、前教育長らが

私費で支払うべき費用である。

� よって、前教育長らに対し、平成１５年３月に当該訴

訟費用として支出した弁護士報酬（着手金及び日当）

を速やかに愛媛県に返還するよう求める。

� また、前教育長は、当該訴訟の指定代理人として事

務局職員５名を指定し出廷させているが、そもそも当

該訴訟は被告らの違法な行為に関する訴訟であるので

、当然、当該事務局職員の給与のうち出廷に要した時

間分の額は、被告である前教育長らが支払うべきであ

る。

５ 五役会議に出席した副知事や教育長らに対する日当に

相当する金額の支払いについて

� 知事は、平成１３年度の扶桑社版歴史教科書採択の前

に開かれた五役会議で「扶桑社版の教科書がベストで

あろう」と述べ、その他の席でも前教育長に同趣旨の

ことを複数回述べた。知事は、この発言が平成１３年度

の扶桑社版歴史教科書の採択に影響を与えたことを認

め、公言している。

� また、本来、教科書採択には全く関与もできず、そ

の権限もない知事は、平成１５年度開校の県立中高一貫
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校における歴史教科書の使用についても「二年後に中

高一貫校ができれば、そうなる（「新しい歴史教科書

をつくる会」主導の扶桑社版歴史教科書になる）でし

ょう。」と述べている。

� さらに知事は、平成１４年度の教科書採択が迫ってき

た平成１４年５月１１日に西条市内で行った講演で、「昨

年と同じ歴史教科書が県教委で採択された場合、報道

のされ方にもよるが、中国、韓国との関係が異常な事

態になるかもしれない。」との懸念を表明し、「新し

い歴史教科書をつくる会主導の扶桑社版歴史教科書の

採択を外国の批判で取り下げるようでは、主権国家と

言えない。」と述べ、今後も教科書採択が「県政最大

の課題」との認識を示した。そして、扶桑社版以外の

歴史教科書を批判し、県教委の選択が正しかったとの

認識を強調している。

� このように知事は、扶桑社版歴史教科書を採択させ

る目的で不当な政治介入を継続して行ってきているが

、分けても、愛媛県の最高幹部会議ともいえる五役会

議での「扶桑社版の教科書がベストであろう」との発

言は由々しき発言である。この発言は、教育基本法第

１０条に反する不当な介入であるばかりか、日本国憲法

の根本理念であるところの平和主義を否定し戦争を賛

美し、「戦争ができない国」から「戦争ができる国」

を目指す扶桑社版歴史教科書を採択させようとするも

のであり、公務員に課せられている日本国憲法第９９条

の「憲法尊重の義務」にも明確に違反する行為である

。

� よって、知事は、違法な政治介入を行った「五役会

議」に出席した当時の副知事や教育長らの給与（日当

に相当する金額）を私費で支払わなければならない。

第２ 決定の理由

１ 前教育長らは、協議会において支払われた費用を愛媛

県に返還すべきかどうかについて

� 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」とい

う。）第２４２条第２項本文は、普通地方公共団体の執

行機関又は職員の財務会計上の行為は、たとえそれが

違法又は不当なものであったとしても、いつまでも監

査請求の対象となり得るものとしておくことが法的安

定性を損ない好ましくないとして、監査請求の期間を

当該行為があった日又は終わった日から１年以内と定

めている。しかし、当該行為が普通地方公共団体の住

民に隠れて秘密裏にされ、１年を経過してから初めて

明らかになった場合や、普通地方公共団体の住民が相

当の注意力をもって調査を尽くしても客観的にみて監

査請求をするに足りる程度に当該行為の存在又は内容

を知ることができなかった場合等にもその趣旨を貫く

のは相当でないことから、同項ただし書は、「正当な

理由」があるときは、例外として、当該行為のあった

日又は終わった日から１年を経過した後であっても、

普通地方公共団体の住民が監査請求をすることができ

るようにされている（最高裁昭和６３年４月２２日第二小

法廷判決、最高裁平成１４年９月１２日第一小法廷判決参

照）。

� これを本件についてみると、協議会の開催に要する

費用として支払われた会場使用料及び教育委員に対す

る旅費は、それぞれ平成１３年８月２８日及び同年９月１１

日に支出され、本件請求は、本件支出のあった日から

１年を経過していることを監査途上で確認した。

また、協議会が平成１３年８月２日に開催されたこと

については、本件請求書に同月１１日付けの朝日新聞に

掲載された旨の記載があり、本件請求書に添付された

事実証明書（同月１８日及び２０日付けの愛媛新聞の掲載

記事）からも確認される。

� 請求人らは、協議会が秘密裏に行われた行為である

ことをもって請求遅延（財務会計上の行為の不知）の

正当性を主張しているが、一般に地方公共団体の財務

会計上の行為は、その存否、内容及び支出理由を公表

しないのが通常であるとはいえ、�の状況から判断し
、協議会が開催されたことは、１年を経過した後に初

めて明らかになったものではなく、請求人らは、当該

新聞報道の日を基準とする請求期間内に、相当の注意

力をもって調査すれば、客観的にみて住民監査請求を

するに足りる程度に本件財務会計行為の存在及び内容

を知ることができたというべきであり、また、本件の

各支出に関して主張されている違法事由が違法な採択

を行うためにあえて不当な協議会を開催したことであ

ったことからすれば、その事由を主張して住民監査請

求をするために特に時日を要するものではない。

� したがって、請求人らが当該基準日から相当な期間

内に住民監査請求をしなかったことにつき、法第２４２

条第２項ただし書にいう正当な理由があるとは言えず

、適法な請求とは認められない。

２ 前教育長及び前教育長の指示に従った担当職員は、選

定資料に係る作成費用を愛媛県に返還すべきかどうかに

ついて

� 選定資料に係る作成費用のうち、請求人らが違法、

不当な公金支出であると主張する審議会委員の報酬（

平成１３年５月分及び同年６月分）は、それぞれ平成１３

年５月７日及び同年６月２５日に支出され、本件請求は

、本件支出行為のあった日から１年を経過しているこ

とを監査途上で確認した。

� また、県教委が平成１３年７月９日開催の愛媛県教育

委員会会議（以下「７月定例会」という。）において

審議会から答申を受けた選定資料（調査書）を承認し

たことは、本件請求書に添付された事実証明書（平成

１３年８月１８日付けの愛媛新聞の掲載記事）によって確

認されており、請求人らは、当該事実証明書をもって

、選定資料が７月定例会で承認されたことを認識して

いたというべきであり、当該新聞報道された日を基準

日とする請求期間内に相当の注意力をもってしても本

件財務会計上の行為の存在及び内容を知り得ず住民監

査請求を提起することが不可能又は困難であったとは

認めることはできない。

� したがって、請求人らが当該基準日から相当な期間

内に住民監査請求をしなかったことにつき、法第２４２

条第２項ただし書にいう正当な理由があるとは言えず
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、適法な請求とは認められない。

� ところで、住民監査請求の対象となる財務会計上の

行為は、地方公共団体の財産上に何らかの損害を与え

、ひいては住民の利益の侵害につながる財務会計上の

事務処理にのみ関連するものに限られ、それ以外の一

般行政上の行為については、たとえそれらが何らかの

財務的効果が生じることがあるとしても、これを住民

監査請求の対象とすることはできないと解されている

。

これを本件についてみると、請求人らは、審議会委

員の報酬に係る公金支出が違法、不当であると主張し

ながら、その理由としては、前教育長が選定資料を改

変するために不正な画策を秘密裏に行い担当職員も前

教育長の指示を受けこの不正な画策に協力したという

当該支出とは直接関係のない扶桑社版歴史教科書の採

択までの一般行政上の事務手続について疑念を述べて

いるのみであり、当該支出に関する具体的な違法性又

は不当性に関する摘示はない。詰まるところ、本件請

求は、公金支出の違法性というよりは、むしろ、選定

資料を否定的に評価した上で選定資料の当否を問うも

のであって、かかる請求は、住民監査請求の対象とな

らない事項を対象とするものである。

よって、請求人らの主張は、財務会計上の違法又は

不当な行為があると認めるときに監査を求めるとする

住民監査請求の請求要件を満たしているとは言えず、

支出行為における違法又は不当の事実を個別的かつ具

体的に摘示しているとも言えないものであり、適法な

請求とは認められない。

３ 教科書採択関連訴訟に係る弁護士報酬及び前教育長が

当該訴訟の指定代理人として出廷させた事務局職員５名

の給与は、前教育長らが私費として支払うべき費用であ

るのかどうかについて

� 住民監査請求において主張することができる違法又

は不当の事由は、当該財務会計上の行為自体に存在す

る財務会計法規上のもののほか、当該行為と事実上直

接的な関係に立つ非財務会計上の行為に法令違反があ

って、これを看過しては執行機関の法第１３８条の２の

規定による義務違反をもたらすような場合のものを含

むものと解されている。

また、財務会計上の行為の原因となる行為の違法に

よって当該財務会計上の行為が違法となるためには、

少なくとも、当該原因行為が当該財務会計上の行為を

行うための要件となっている場合など前者が後者の直

接の原因ということができるような密接かつ一体的な

関係があることを要するとされている。

� これを本件についてみると、請求人らは、教科書採

択関連訴訟が故意による違法な行為に伴って愛媛県民

を始め多くの人々により起こされたものである旨主張

し、その理由として、五役会議での知事の発言のほか

、前述の選定資料の改変や協議会での協議内容、平成

１３年８月８日に開催された８月定例会での扶桑社版歴

史教科書の採択決定の違法性、不当性について言及し

ているものと解される。

� ところで、地方公共団体又はその機関が当事者とな

る訴訟事件において、弁護士報酬は訴訟代理人として

の委任契約に基づいて支出され、職員の給与はその勤

務に対する対価として支出されるものであるから、請

求人らが違法又は不当であると主張する理由として掲

げる五役会議での知事の発言や選定資料の改変等の各

行為とは一体のものとみることのできない別個の行為

であり、事実上直接的な関係に立つ非財務会計上の行

為でもないことは明らかである。

また、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）等

に基づき提訴された訴訟について、地方公共団体又は

その機関が行政施策上の判断に基づき応訴して訴訟活

動を行うのは地方公共団体が行う事務として認められ

るものであり、地方公共団体がその事務に要する費用

を支出し、地方公共団体の関係部局の職員が従事する

のも当然のことである。

よって、訴訟費用支出の根拠となる当該委任契約や

職員の勤務状況の違法性又は不当性に関して何ら摘示

することなく、単に教科書採択関連訴訟が故意による

違法な行為に伴って県民により起こされたものである

ことをもって本件財務会計上の行為を違法又は不当と

する請求人らの主張は、住民監査請求の請求要件を満

たし得る具体的な財務会計上の行為の違法性、不当性

を指摘するものではないことから適法な請求とは認め

られない。

� なお、教科書採択関連訴訟の被告である教育委員会

と各教育委員（個人）とは、それぞれＡ弁護士との間

で同人を訴訟代理人とする委任契約を個別に締結して

おり、また、県教委の応訴費用は、教育委員会委員長

とＡ弁護士との間で締結された公正な契約に基づき、

行政庁である教育委員会を被告とするものに限定し適

正に支出されていること及び５名の職員の出廷は、行

政庁である教育委員会を被告とする当該訴訟について

、適法な職務命令に基づき、職務専念義務に違反する

ことなく職務命令に忠実に従ったものであることを監

査途上において確認している。

４ 知事（個人）は、「五役会議」に出席した副知事や教

育長らの給与（日当に相当する金額）を負担しなければ

ならないかどうかについて

� 請求人らが違法、不当と主張する知事の発言は、本

件請求書に添付された事実証明書（平成１３年８月１７日

付けの朝日新聞及び同月１８日付けの愛媛新聞の掲載記

事）によれば、８月定例会の直前の７月２４日に開催さ

れた「五役会議」（以下「本件五役会議」という。）

におけるものと認められるものであり、このことにつ

いては、愛媛県のホームページに登載されている平成

１３年８月１６日の知事の定例記者会見の内容からも確認

できる。

よって、当該発言の違法性、不当性を理由として請

求人らが知事（個人）が負担しなければならないとす

る本件五役会議に出席した副知事や教育長らの職員の

給与は、平成１３年７月分（７月１９日支払）であると特

定される。
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� ところで、監査請求の期間が当該行為のあった日又

は終わった日から１年以内と定められていることは第

２の１の�で述べたとおりであり、これを本件につい
てみると、本件請求は、請求人らが相当の注意力をも

ってすれば、遅くとも本件五役会議における知事の発

言を掲載した新聞報道のあった平成１３年８月１８日を基

準日とする請求期間内に住民監査請求を提起し得たも

のと認められる。

よって、当該請求期間内に請求がなされなかった本

件請求は、適法な請求とは認められない。

第３ 結論

以上のとおり、本件措置請求は、適法な請求とは認めら

れない。

よって、主文のとおり決定する。

平成１６年４月１２日

愛媛県監査委員 小 川 一 雄

同 吉 久 宏

同 柳 澤 正 三

同 西 原 進 平

別紙

請求人目録

１ 平成１６年２月２０日受付愛媛県職員措置請求書の請求人

松山市東長戸一丁目１番３２号 阿部 國夫

新居浜市新須賀町四丁目５番２０号 安 辰男

新居浜市一宮町一丁目１０番２８号 石村 勝美

上浮穴郡久万町大字菅生２番耕地１５７２番地１３ 井上 武夫

松山市来住町３２１番地２ 大西 俊夫

今治市南高下町三丁目２番１０号 奥村 悦夫

東予市黒谷甲３５０番地 奥村 吉美

松山市水泥町８１３番地の１１ 尾上 守

越智郡関前村大字大下甲１９４４番地 上村 清司

西条市明神木１１４番地の７ 川口卯満治

松山市高浜町一丁目乙６０番地４１６ 久保田一郎

松山市朝日ヶ丘二丁目９番５０号 栗林 周次

新居浜市八幡二丁目９番４号 鴻上智保子

八幡浜市大字向灘２２９番地３０ 齊間 滿

八幡浜市大字向灘２２９番地３０ 齊間 淳子

新居浜市泉宮町４番３９号 坂田 進

北条市宮内甲２０２番地 西原 一�
今治市南日吉町一丁目２番５４号 野間 康男

松山市南久米町２３番地の７ 萩野美枝子

北条市下難波甲１００４番地 荻山 輝雄

松山市中一万町１番地２３ 平岡 靖久

松山市井門町５４４番地４ 本多 清近

松山市余戸中六丁目５番２３号 盛次 義隆

松山市御幸二丁目２番２０号 山岡 ヨシ

松山市東野三丁目甲３０１番地 山� 三咲

松山市福角町甲５１番地１８８ 山中 哲夫

今治市山路８７６番地１４ 弓山 正路

新居浜市下泉町一丁目８番５０号 吉邨二三男

西条市下島山甲１５５２番地の１ 浅野 純一

八幡浜市大字向灘２２９番地３０ 近藤 誠

松山市余戸南二丁目１６番２８号 �橋 裕子

伊予郡砥部町川井９８５番地 土居 宏文

伊予郡砥部町川井９８５番地 土居 立子

松山市東垣生町７３７番地１ 新山 一男

宇和島市伊吹町甲２４６番地１ 澤田 健二

四国中央市妻鳥町１１７３番地の１２ 信藤 茂樹

南宇和郡西海町福浦１１７９番地 鈴木 彰子

四国中央市金田町金川１４７２番地の２ 鈴木 義博

伊予郡松前町大字筒井５３５番地３ 角田 清治

松山市山越三丁目１６番８号 大門 和敬

今治市片山三丁目６番５号 �井 弘之

松山市森松町２９２番地 �市 成方

西条市大町３５８番地 �田 正敏

新居浜市本郷一丁目６番１８号 �橋 雅子

西条市氷見丙６４３番地の８ 武田 正光

松山市谷町６８５番地 竹村 彬

松山市立花六丁目２番２号 北村 淳子

松山市下伊台町１２０１番地８ 出水 正志

松山市和泉南二丁目３番１号 中島美穗子

松山市萱町五丁目２番地１ 中島 清延

松山市中須賀三丁目６番３４号 西田 桂子

松山市中須賀三丁目３番２３号 西田 直樹

松山市朝生田町五丁目７番３６号 �田美千代
松山市祝谷二丁目１番２４号 平岡 惠行

温泉郡川内町大字南方５７６番地２ 渡部 伸二

松山市御幸二丁目１２番３３号 阿部 純子

北条市磯河内甲８８番地２２ 大石 孝雄

四国中央市土居町天満２１８８番地 中村 京子

松山市鴨川三丁目１番３５号 三浦 修

南宇和郡御荘町平城２２２８番地 岩�美枝子
南宇和郡御荘町平城２２２８番地 岩� 洋一

２ 平成１６年２月２５日受付愛媛県職員措置請求書の請求人

松山市一番町二丁目５番地８ 安西 賢二

北宇和郡広見町大字出目２８９１番地 山本 勣

松山市東方町甲５２２番地９ 松田ちから
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